
（基金の運用実績）

（単位：千円）

　※　本表は基金の保有区分ごとに記載すること。

　※　基金の保有区分は、実施要領第３の１で定める「基金の運用方法」を参考に記載すること。

　※　運用益繰入金は、当該年度に基金の運用によって生じた果実の金額を記載すること。

　※　支出済額は、当該年度内に支出負担行為を行い、出納整理期間に支出をしたものを含む。ただし、当該年度に債務負担行為のみを行ったもの

　　　については含まない。

　※　保有割合は、補助金等の交付により造成した基金等に関する基準（平成１８年８月１５日閣議決定）に従い算出すること。（通常の取崩し型

　　　事業であれば、「平成○年度末保管額／今後の支出予定額」により算出すること。）

83,98834,414,166

中間貯蔵施設整備等
影響緩和交付金基金
事業

運用益繰入額
令和７年度
当初保管額

基金の
保有区分

83,988

事業区分

金融機関への預金

令和７年度中間貯蔵施設整備等影響緩和交付金基金事業状況報告書

合計 34,190,72134,190,721307,433

1.0022,190,72122,190,721

保有
割合

今後の
支出予定額

令和７年度
年度末保管額

令和７年度
支出済額

12,000,00012,000,0000012,000,000

22,414,166

地方債

307,433

1.00



（基金事業の結果）

千円

双葉町では東日本大震災及び福島第一原子力
発電所事故を後世に伝えていくための、アー
カイブ品を収集しており、震災前よりも収蔵
品数が増加している現状である。合わせて行
政文書についても、平成２４年４月１０日付
け府公第８６号により、「東日本大震災に関
する行政文書ファイル等」に該当する文書も
多くあり、通常の文書管理規定に基づき、廃
棄処分ができないのが現状である。
　また、住宅が環境省による解体除染で取り
壊されることから、町民が保有していた貴重
な歴史的資料等のレスキューを行っており、
資料の適正保管が課題となっていることから
新たに収蔵庫を整備するものである。

令和8年3月31日

デザインビルド方式
による共同企業体を
プロポーザル公募に
て決定ののち、協定
書、基本・実施設計
委託契約を締結し、
令和８年８月まで継
続事業として、令和
７年度は一部完了分
について予算執行し
た。

【完了期日】

ふるさととの結びつきを維持するための事業

　収蔵庫整備事業の全体スケジュールとして
令和9年度までを想定しており、令和7年度に
おいては収蔵庫の基本・実施設計を行った。

【内容】

（要項第4条第1項第一号）

（補正後）

中間貯蔵施設が整備
される影響を緩和す
るため、町民が保有
していた歴史的資料
等を収蔵し、町の歴
史を後世に伝えるこ
とで地域との結びつ
きを維持することを
目的に施設整備を行
う。

12,000

令和7年度中間貯蔵施設整備等影響緩和交付金基金事業状況報告書

目標

文化財等収蔵庫整備
事業

決算

10,230

事業経費（円）

目標達成度・評価

0

事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

（予算額）

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

12,000

福島県双葉町 10,230
文化財等収蔵庫整備事業

0

【目的】

【事業費】

10,230



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

福島県双葉町

【目的】

【内容】

① ：補助率10/10

② ：補助率1/2

③ ：補助率1/2

　上記の目的達成のため、平成23年3月11日
時点で双葉町に住所を有し、町内において住
宅を再建（新築、中古取得、修繕）する者に
対し、補助金を交付するもの。
※当該事業の補助対象は、令和2年3月4日以
降に契約し、その再建に要した費用とし、
【基金充当対象】は、令和4年8月30日以降に
契約し、その再建に要した費用とする。

（上限額3,000千円のうち町分1,500千
円）

新築

中古取得

（補正後）

90,000

90,000

（要綱第4条第1項第二号）

【事業費】

30,749

【完了期日】

令和8年3月31日

住宅再建支援事業 （予算額） 30,749 0 0 30,749 双葉町民の町内にお
ける住宅の再建（新
築、中古取得、修
繕）に要する経費を
補助し、町内への帰
還促進を図るととも
に、生活空間の維
持・向上を図る

住宅再建支援事業

　中間貯蔵施設の整備に伴う影響のため長期
避難を強いられている双葉町民において、令
和2年3月4日の一部避難指示解除、並びに令
和4年8月30日の特定復興再生拠点区域全域の
避難指示解除を経て、町内での住宅の再建
（新築、中古取得、修繕）に要する経費を補
助し、町内への帰還促進を図るとともに、生
活空間の維持・向上を支援することを目的と
する。

生活空間の維持・向上のための事業

修繕

（上限額8,000千円のうち町分5,000千
円）

（上限額3,000千円のうち町分1,500千
円）

　新築・中古取得に
ついては、問合せ・
相談があったもの
の、建築コストの高
騰を背景にした住宅
価格の上昇に加え、
土地評価の下落によ
る抵当権の設定不能
など、住宅の取得等
に係る資金調達の困
難や自己負担の増加
等の理由より住宅の
再建を見合わせる事
例が複数生じてお
り、実際に住宅を取
得した上で補助金の
申請にまで至った件
数が当初の見込みを
下回る結果になっ
た。
　また、修繕につい
ても、家屋の傷みが
激しいため修繕等を
諦めた事例、資力を
踏まえ抜本的な修繕
を見送り必要最低限
の修繕に止めた事例
も生じており、当初
の見込みを下回る結
果になった。

千円



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

福島県双葉町

【目的】

【内容】

729,121

（補正後）

複合的福祉サービス拠点整備事業

千円

令和8年3月31日

78,529 0 0

※うち5,797千円
は令和８年度に繰
り越し。

　施設整備に向けて
基本・実施設計を行
う。

78,529（予算額） 729,121

【事業費】

【完了期日】

（要綱第4条第1項第五、七号）

　中間貯蔵施設の整備等による影響を緩和す
るため、双葉町民の福祉機能、交流機能を備
えた公共用施設を整備し、複合的に福祉対策
を進めることで、町民生活を支えることを目
指す。

78,529

複合的福祉サービス
拠点整備事業

　施設整備に向けて
基本・実施設計を
行った。

　東日本大震災と原子力発電所事故により、
すべての医療機関や福祉施設が閉鎖され、現
在は令和５年２月に駅西地区に開所した町立
診療所のみとなっています。
　また、福祉サービスの核となる「双葉町社
会福祉協議会」は、いわき市、郡山市、白河
市、南相馬市に拠点を置き、主に避難した町
民に対する福祉サービスを提供しております
が、町内には拠点がないため、町内居住者が
日常的に福祉サービスの提供を受けることは
難しい状況にあります。
このため、通所及び訪問介護サービスや地域
包括支援センターによる相談、さらには子ど
もから高齢者まで年齢や障がいの有無に関わ
らず、誰もが気軽に集うことができる拠点の
整備が必要である。このため令和7年度は基
本・実施設計行ったものである。

公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運
営等事業、福祉対策事業



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

福島県双葉町

【目的】

【内容】

企業誘致推進事業 （予算額） 625 0 0

625

　上記目的達成のため、双葉町企業誘致戦略
（令和４年度改訂）の実行支援、企業誘致推
進に伴う広報活動及び信用調査、立地企業支
援に伴う雇用確保及び課題把握のためのヒア
リング、町独自の支援制度や立地手続き等に
関する業務支援等を委託し、円滑に事業を執
行する。

【完了期日】

令和8年3月31日

双葉町企業誘致戦略
に基づき、効果的な
企業誘致、誘致後の
雇用創出につながる
ツアーなどを実施し
た。結果、令和７年
度時点で立地企業件
数は25件となり昨年
度より１社増加。ま
た、立地した起業間
連携を促進するた
め、中野地区立地企
業協議会活動の伴走
支援も実施し、企業
間連携なども見られ
た。

千円

【事業費】

（補正後）

2,500

2,500 625

　中間貯蔵施設が整備される影響を緩和する
ため、町の復旧・復興の重要施策である「産
業・雇用の創出」の推進を目的に、中間貯蔵
施設が立地する双葉町内において企業誘致を
促進する。

　中間貯蔵施設が整
備される影響を緩和
するため、町内全域
の企業誘致を推進す
るとともに、立地企
業の課題やニーズを
把握しながら操業環
境の充実化を図る。

企業誘致推進事業

（要綱第4条第1項第六号）

　企業導入・産業活性化事業



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

福島県双葉町

【目的】

【内容】

企業立地に係る奨励
金交付事業

令和8年3月31日

　企業導入・産業活性化事業

交付申請のあった5
事業者に対して雇用
促進奨励金を交付
し、町内で事業再開
した産業基盤形成・
振興や地元住民の雇
用機会の拡大に貢献
した。

976

（補正後）

（予算額） 976 0 0

　中間貯蔵施設が整備される影響を緩和する
とともに、町の復旧・復興の重要施策である
「新たな産業・雇用の創出」の推進すること
を目的に、中間貯蔵施設に隣接する「中野地
区復興産業拠点」を中心に、町内において事
業再開、新たに立地する事業者に対して、確
固たる産業基盤の形成・振興、地元住民の雇
用機会の拡大等のための支援事業を実施す
る。

3,850

　中間貯蔵施設が整
備される影響を緩和
するとともに、町の
復旧・復興の重要施
策である「新たな産
業・雇用の創出」の
推進のため、中間貯
蔵施設に隣接する
「中野地区復興産業
拠点」を中心に、町
内において事業再
開、新たに立地する
事業者を支援し、確
固たる産業基盤の形
成・振興、地元住民
の雇用機会の拡大等
に資する。

企業立地に係る奨励金交付事業3,850

千円976

【事業費】

（要綱第4条第1項第六号）

【完了期日】

　双葉町内において事業再開する事業者、新
たに事業を開始する事業者に対して、立地す
る事業所等の床面積、及び雇用する地元従業
員の人数に応じて、奨励金を交付する。

○操業奨励金：
　＜基礎奨励金＞
　　事業所等の床面積×1,000円/㎡
　＜特別奨励金＞
　　事業所等の床面積×9,000円/㎡
「特別奨励金」については、福島イノベーショ
ンコースト構想に掲げる分野等要件を満たす場
合に限る。
○雇用促進奨励金：
町に住民登録のある従業員1人あたり10万円
　令和7年度末までに町内において事業再開、
新たに立地する事業者で、「平成23年3月11日
時点で町に住民登録のあった者」を継続雇用し
た場合、当該従業員1人あたり30万円とする。



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

福島県双葉町

【目的】

【内容】

【事業費】

105,235

産業交流センター維
持運営事業

（予算額） 91,972 0 105,235 指定管理者による施
設管理等を通じて利
用者サービスの向上
と効率的・適切な維
持運営を図り、町復
興のさきがけとし
て、地域経済の活性
化に寄与した。

91,972

（補正後）

0

【完了期日】

令和8年3月31日

　上記の目的を達成するため、利用者サービ
スの向上と効率的かつ適切な維持運営を図る
ため、地方自治法に基づき指定管理者による
施設管理及び施設共用部の光熱水に係る費用
に充当する。

産業交流センター維持運営事業

　中間貯蔵施設の整備等による影響を緩和す
るため、町復興の先がけとして、就業者、来
訪者、町民を総合的にサポートし、地域経済
の活性化等を図るために町が整備した「双葉
町産業交流センター」を効率的かつ適切に維
持管理することを目的とする。

　中間貯蔵施設の整
備等による影響を緩
和するため、「双葉
町産業交流セン
ター」の維持管理を
適切に行うことによ
り、利用者の利便性
向上に資するよう、
効率的かつ適切な維
持管理を図る。

　公共用施設に係る整備、維持補修又は維持
運営等事業

（要綱第4条第1項第五号）

91,972 千円



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

福島県双葉町

【目的】

【内容】

（補正後）

5,538 0 0

　上記の目的を達成するため、双葉町産業交
流センター内で商業施設を運営する事業者に
対して、勤務実績・給与支払い実績に応じ
て、補助金を交付する。

　中間貯蔵施設の整
備等による影響を緩
和するため、双葉町
産業交流センター内
の商業施設を安定
的・長期的に運営す
ることで、一時帰宅
する町民、就業者の
利便性向上に資す
る。

産業交流センター商
業施設を運営する2
事業者に対して、人
件費の補助を行い、
従業員の確保・経営
の安定化を図ること
に貢献。

　中間貯蔵施設の整備等による影響により、
従業員の確保が極めて厳しい環境にある中、
双葉町産業交流センター内で商業施設を運営
する事業者に対して、人件費を補助すること
で、経営の安定化を図ることを目的とする。

産業交流センター商業施設雇用補助金事業

5,538 千円

（要綱第4条第1項第六号）

【完了期日】

【事業費】

令和8年3月31日

7,344産業交流センター商
業施設雇用補助金事
業

（予算額） 5,538

7,344

企業導入・産業活性化事業

・補助額：500円/h



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

福島県双葉町

【目的】

【内容】

双葉駅東地区商業施
設等管理事業

（予算額） 14,105 0 0 16,500

　中間貯蔵施設の整備等による影響を緩和す
るため、整備する双葉駅東地区商業施設につ
いて、駅東地区の賑わいを取り戻し、就業
者、来訪者、町民が円滑に利用でき、地域経
済の活性化等を図るため、町が整備する双葉
駅東地区商業施設の適切な維持管理をするこ
とを目的とする。

14,105

　上記の目的を達成するため、スーパー及び
飲食店3店舗（合計４店舗）が入る双葉駅東
地区商業施設の指定管理による管理運営に係
る費用に充当する。

（要綱第4条第1項第六号）

中間貯蔵施設の整備
等による影響を緩和
することを目的に住
民の福祉向上や交流
機会の増加を目標に
適切な機能を有した
施設整備を行うこと
で、住環境の充実を
図る。

指定管理者による施
設管理等を通じて利
用者サービスの向上
と効率的・適切な維
持運営を図り、町復
興のさきがけとし
て、地域経済の活性
化に寄与した。

双葉駅東地区商業施設等管理事業

企業導入・産業活性化事業

【完了期日】

令和8年3月31日

16,500

（補正後）

14,105

【事業費】

千円



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

福島県双葉町

【目的】

【内容】

双葉駅東地区商業施
設従業員確保事業補
助金

（予算額） 12,860 0 0 14,901

14,901

（補正後） 中間貯蔵施設の整備等による影響により、町
内の居住人口が少なく、いまだ事業環境が
整っていない中、公設で双葉駅東地区商業施
設を整備するにあたり、出店した生活関連
サービスを提供する事業者に対し、営業開始
初期の従業員の確保及び経営の安定化を図る
ため、当該事業者の人件費を補助する。この
ことにより、商業を中心とした賑わいの創出
及び住民の帰還促進に寄与することを目的と
する。

千円

12,860 中間貯蔵施設の整備
等による影響を緩和
することを目的に住
民の福祉向上や交流
機会の増加を目標に
適切な機能を有した
施設整備を行うこと
で、住環境の充実を
図る。

双葉駅東地区商業施設従業員確保事業補助金

上記の目的を達成するため、公設商業施設に
おいて生活関連サービスを提供する事業者に
対して、勤務実績・給与支払い実績に応じ
て、補助金を交付する。
（対象者）
　双葉駅東地区商業施設の店舗棟の使用者
（補助額）①医薬品登録販売者：時給相当額
/h
　　　　　②①以外の一般従業員：500円/h

（要綱第4条第1項第六号）

双葉駅東地区商業施
設を運営する4事業
者に対して、人件費
の補助を行い、従業
員の確保・経営の安
定化を図ることに貢
献。

企業導入・産業活性化事業

【完了期日】

令和8年3月31日

【事業費】

12,860



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

福島県双葉町

【目的】

【内容】

（補正後） 　中間貯蔵施設の整備等による影響を緩和す
るため、新たに整備された駅東地区商業施設
を効率的かつ適切に維持管理することを目的
とする。

　中間貯蔵施設の整
備等による影響を緩
和するため、新たに
整備した駅東地区商
業施設の維持管理を
適切に行うことによ
り、利用者の利便性
向上に資するよう、
効率的かつ適切な維
持管理を図る。

　上記の目的を達成するため、利用者サービ
スの向上と効率的かつ適切な維持運営を図る
ため、施設の光熱水等に係る費用に充当す
る。

双葉駅東地区商業施
設維持運営事業

（予算額） 3,349 0 0 10,386

10,386

（要綱第4条第1項第五号）

【完了期日】

令和8年3月31日

【事業費】

3,349 双葉駅東地区商業施
設の安定的な維持管
理が図られ、利用者
の利便性向上、町の
賑わい創出に寄与さ
れた。

双葉駅東地区商業施設維持運営事業

3,349 千円

公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運
営等事業



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

福島県双葉町

【目的】

【内容】

200,000

双葉町民間賃貸住宅
新築等促進事業

（予算額） 58,500 0 0 200,000 58,500 　双葉町内の就労者
や就学者とその家族
の住まい確保のた
め、民間事業者等に
対し、必要な用地の
取得や建物の工事費
等の経費を補助し、
生活空間の維持・向
上を図る。

町内で民間賃貸住宅
を建築する民間事業
者のうち、1件の事
業者に補助を行い、
町内の生活空間の維
持・向上を図ること
ができた。

双葉町民間賃貸住宅新築等促進事業

（補正後）

　上記の目的達成のため、以下の補助事業を
実施するもの。

＜補助対象者＞
町内に民間賃貸住宅を建設し、所有者となる
法人又は個人

＜用地取得費等への補助＞
賃貸住宅の建設等のために必要な用地の取得
に要した経費の40％。
（同一年度内の同一対象者への補助上限500
万円）

＜建設工事費への補助＞
建築物本体及び外構工事の工事費の25％
（35％）。
上限額は１戸あたりの床面積に応じ、次の通
り。
　18㎡以上　25㎡未満　150万円（200万円）
  25㎡以上　45㎡未満　180万円（250万円）
　45㎡以上　55㎡未満　290万円（400万円）
　55㎡以上　　　　　　320万円（450万円）
※町内業者が自らもしくは委託を受けて建築
する場合には補助率を10％上昇。それに応じ
て上限額も上昇。それぞれ（）内に記載の通
り。
※同一年度内の同一対象者への補助上限は、
１億円とする。

　双葉町では、東日本大震災及び福島第一原
子力発電所事故による家屋の解体、また中間
貯蔵施設の整備等による影響により、町内の
居住可能な賃貸住宅が不足している。さらに
近年の建築費の高騰等により、現状では民間
事業者による新たな賃貸住宅の建築が乏し
い。
これらを踏まえ、民間事業者等に対し、賃貸
住宅の建設等のために必要な用地の取得経
費、建築物本体及び外構工事の工事費等の経
費を補助することで、生活空間の維持・向上
を支援することを目的とする。

（要綱第4条第1項第五号）

公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運
営等事業



目標

決算

事業経費（円）

目標達成度・評価事業名

決算

事業
実施主体

事業経費 合計

決算 予算

単独経費

予算

事業結果
（事業目的・内容・完了期日、

経費の使用方法・内訳を含む。）
予算

1,191,837 1,191,837 307,433

令和8年3月31日

【事業費】

58,500 千円

【完了期日】


